2017年8月21～23日　⑤　23日10時現在
臨時国会、共同、政局、民進党代表選挙
自民と公明 来月下旬の臨時国会召集を想定し政府側と調整
ＮＨＫ8月23日 11時36分
自民党と公明党の幹事長らが会談し、秋の臨時国会について、安倍総理大臣の外交日程などを踏まえると、来月下旬の召集が想定されるとして、今後、政府側と具体的な召集日や会期などについて調整を進めていくことを確認しました。
会談には、自民・公明両党の幹事長と国会対策委員長らが出席し、臨時国会の召集時期などをめぐって意見を交わしました。
その結果、安倍総理大臣や閣僚の外交日程などを踏まえると、来月下旬の召集が想定されるとして、今後政府側と具体的な召集日や会期などについて調整を進めていくことを確認しました。
また、公明党の井上幹事長が「地方の景気の状況を考えると、補正予算を考える必要があるのではないか」と指摘したのに対し、自民党の二階幹事長も「その必要性は感じる」と応じ、補正予算案の編成を検討すべきだという認識で一致しました。
このほか、茨城県知事選挙や１０月に行われる衆議院の３つの選挙区の補欠選挙の情勢を分析し、勝利に向けて両党が結束して対応することも確認しました。
会談のあと、自民党の森山国会対策委員長は記者団に対し「働き方改革の関連法案や積み残している法案がいくつかあるので、臨時国会ではそういうことを中心に議論されると思う」と述べました。
産経新聞2017.8.21 17:59更新 
【民進党代表選】共産・小池晃書記局長　１０月の衆院３補選で「野党統一候補を先行して決めたい」

民進党代表選について「強い関心を持って見守る」とコメントした共産党の小池晃書記局長
　共産党の小池晃書記局長は２１日の記者会見で、民進党代表選に出馬した前原誠司元外相が共産党との選挙協力を再検討する考えを示したことについて「他党の党首選挙なので強い関心を持って見守るが、個別のコメントは避けたい」と述べるにとどめた。
　ただし小池氏は、１０月に行われる衆院愛媛３区と新潟５区、青森４区の３補欠選挙について「先行して野党の統一候補を決める方向で議論を進めたい」と述べた。次期衆院選で民進、共産、自由、社民の４野党首が候補者調整を進めるとの合意についても「誠実に実行を進めたい」と変更しない考えを強調した。
衆院３補選、重み増す＝政権を左右、民進は新代表初陣
　１０月の衆院補欠選挙は、青森４区、愛媛３区に自民党衆院議員が死去した新潟５区が加わり、計３選挙区となった。国政での３補選は２００４年以来で大型補選となる。政権の再浮揚を目指す安倍晋三首相にとって重みを増した形で、結果は首相の政権運営を左右しそうだ。民進党は新代表の初陣となる。
　３補選は１０月１０日告示、同２２日投開票の予定。青森４区は木村太郎氏、新潟５区は長島忠美氏、愛媛３区は白石徹氏の死去に伴う。いずれも自民党が議席を占めていた選挙区で、二階俊博幹事長は２２日の記者会見で「党として全力を尽くして戦い抜きたい」と強調した。
　急落した内閣支持率は、直近の報道各社の世論調査で一定程度は持ち直したものの、なお不支持率が支持率を上回る状況だ。自民党内では負け越せば首相の求心力に影響しかねないと不安視する空気も漂う。閣僚経験者の一人は「政権が浮上できるか大きなポイントになる」と指摘する。
　党内には「２勝１敗ならかろうじて国民が自民党を支持したと言える」との声もあるが、政権中枢が目指すのはあくまで「３勝」だ。
　候補擁立に関し、自民党は青森で木村氏の親族で調整中。新潟では地元で泉田裕彦前県知事の擁立を模索する動きが出ている。愛媛については、白石氏の次男を推す方向だが、政権内に差し替えを求める声がくすぶっている。
　首相と距離を置く石破茂元幹事長は２２日のラジオ番組で、「補選はしくじると、全体に響くことが今までよくあった」と指摘し、注視する姿勢を示した。
　一方、民進党新代表は９月１日に選出される。同党が一つでも自民党から議席を奪えば、反転攻勢のきっかけになる可能性もあり、民進党は新体制発足後、選挙準備を加速させる考えだ。　
　◇最近の補選結果
　実施時期　　　　　選挙区　　　　自民勝敗
２０１３年　４月　参院山口　　　　　　○
　　１４年　４月　衆院鹿児島２区　　　○
　　１６年　４月　衆院北海道５区　　　○
　　　　　　　　　衆院京都３区　　　　●
　　　　　１０月　衆院東京１０区　　　○
　　　　　　　　　衆院福岡６区　　　　○※
　　１７年１０月　衆院青森４区　　　　？
　　　　　　　　　衆院新潟５区　　　　？
　　　　　　　　　衆院愛媛３区　　　　？
（注）●は不戦敗。※は無所属候補を追加公認
（時事通信2017/08/22-19:39）
田中真紀子氏、新潟５区補選「夢実現できる環境でない」
朝日新聞デジタル2017年8月22日17時27分

民主党政権最後の文科相当時、記者会見で話す田中真紀子氏＝２０１２年１１月６日 
■田中真紀子・元外相・文科相（発言録）
　（１０月に行われる地元・衆院新潟５区補選に立候補するかを問われて）悩ましいことでして、私のＤＮＡは端から端まで政治です。現実を夢に近づけるのが政治。でも今の政治を見てください。トランプさんが出てきて、日本の政治もこの状態。よく「田中真紀子は一匹おおかみだ」と言われるけど、違います。無所属・無党派だから議員立法もできた。自由であって仲間がいるから議会政治なんです。党に入ったら派閥につぶされる。（補選に）誘っていただいたとしても、私の夢を実現する環境では残念ながらありません。
　河野洋平さんと日中関係の集まりでおとといしゃべった。「真紀子さんが女子党をつくれ。それしか安倍さんを倒す方法はないかもしれない」と言われた。当選はできるかもしれない。でもその後どうするの。ナントカ百合子さんや安倍さんのところみたいに、わけのわからないお馬鹿さんばかり来て「右向け右」では仕方ない。もっと自分１人の足で立てる人たちでないと。うちで料理作っているのが一番いい。（文化放送の番組で）
衆院補選　民進・社民「統一候補」に　新潟５区選考本格化
毎日新聞2017年8月22日 21時05分(最終更新 8月22日 21時05分)
　自民党の長島忠美衆議院議員の死去に伴い、１０月２２日行われる衆院新潟５区補欠選挙の候補者選びが各党で本格化しつつある。民進党新潟県連は２２日、社民党県連、連合新潟との３者協議を開き、「統一候補」を擁立する方針を確認。自民党も長島氏の葬儀を終え次第、候補者選びを本格化させる考えだ。青森４区、愛媛３区とのトリプル補選となる新潟５区補選の行方は安倍晋三首相の政権基盤をも左右しかねないだけに、各党とも必勝態勢で臨む構えだ。 
　「補選で主体的な役割を果たしていきたい」。民進党県連の鷲尾英一郎代表（衆院議員）は、２２日に新潟市… 
自民総務会長「１０月の衆院３補選 すべて勝利を」
ＮＨＫ8月22日 13時18分
自民党の竹下総務会長は記者会見で、ことし１０月に行われる衆議院の３つの選挙区での補欠選挙について、先の内閣改造後、初めての国政選挙であり、政権運営上、重要だとして、３選挙区すべてで勝利するため、党として全力を挙げる考えを強調しました。
いずれも自民党の衆議院議員が死去したことに伴い、衆議院青森４区、新潟５区、愛媛３区の合わせて３つの選挙区では、１０月１０日告示、２２日投票の日程で、補欠選挙が行われます。
これについて、自民党の竹下総務会長は、２２日の記者会見で、先の内閣改造や党役員人事のあと、初めての国政選挙となることを踏まえ、「ものすごく重要視している。いずれも現職の自民党議員が亡くなったことによる補欠選挙であり、３つ必ず勝つという心意気で選挙戦に臨んでいかなければならない」と述べました。
また、二階幹事長も記者会見で、「わが党としては、当然、３つの補欠選挙で、みな勝利を得るべく、全力を尽くしたい。立派な後継者を選び、決して取りこぼしをするようなことのないよう、党として戦い抜きたい」と述べました。
しんぶん赤旗2017年8月23日(水)
堺市長選　来月１０日告示　市民アンケートに返信１．２万通　「大阪都」・カジノに６割反対
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（写真）市民と握手する竹山市長＝堺市


　堺市長選（９月１０日告示、２４日投票）を前に竹山修身市長（６７）を自主的支援する「住みよい堺市をつくる会」が実施した市民アンケートに１万２千通を超す返信があり、関心の高さを物語っています。堺市を廃止する「大阪都」構想には約６２％の人が反対、カジノ誘致には約６７％の人が反対と回答しており、大阪維新の会の中心政策にノーの意思表示がされています。
　同市長選は、３選をめざす竹山氏と、大阪維新の会元府議の永藤英機氏（４１）の対決となる公算です。
　日本共産党も加わる「住みよい堺市をつくる会」は「政令市・堺市の権限・財源を有効に使って、より住みよいまちづくりをすすめるために」と返信封筒付きの市民アンケートを実施。１万２千通を超えて、なお返信が続いています。このうち、約１万５００通時点での集計をみると、堺市の行政で最も力を入れてほしいこと（複数回答）は「介護や高齢者福祉の充実」「安心できる医療体制」「税金のムダづかいをしない」がそれぞれ４割を超え、「子育てしやすい環境づくり」「電車やバスをより使いやすく」が２割台で続きました。また、意見・提案欄には、びっしりと要望などが書き込まれています。
　大阪維新の会が狙う「大阪都」構想による堺市廃止や財源（税金）吸い上げについて、賛成は１５・７％にとどまり、反対が６１・６％でした。カジノ誘致については賛成１５・１％に対し、反対が６７・２％に上りました。
　「つくる会」では、この結果を市長選の論戦や市民要求実現に生かしたいとしています。
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（写真）住みよい堺市をつくる会に寄せられた１万通を超す市民アンケートの返信


しんぶん赤旗2017年8月23日(水)
仙台市　郡新市長が初登庁　市民ら数百人出迎え

　仙台市長選で共産、民進、社民、自由の４野党と「市民の会」の共同の力で当選した郡（こおり）和子新市長が２２日、初登庁しました。数百人の市民や職員が市役所に詰め掛け、玄関で郡新市長を出迎えました。日本共産党仙台市議団も７人全員が駆け付けました。
　市民の会の人たちは「歓迎　郡和子新市長」の横断幕を掲げ、代表して写真家の後藤東陽氏が郡市長に花束を手渡しました。
　郡市長は笑顔で花束を受け取り、市民らと握手を交わして市役所内へ入りました。
　市民の会の新里宏二代表は「これから郡新市長を支えていきましょう」と市民に呼び掛けました。初登庁に駆け付けた青葉区の女性（６６）は「子どもの命を守り、発達を保障・前進させる仙台市政をつくってくれると期待しています」と話しました。
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（写真）詰め掛けた市民と握手する郡新市長（中央）＝２２日、仙台市


　入庁後、職員を前に訓示した郡市長は「現場に出向き、現場の声に真摯（しんし）に耳を傾ける。被災者の心に寄り添い復興を成し遂げる。新しい発想で取り組んでほしい」と述べました。
民進代表選 前原氏「安保関連法廃止」 枝野氏「選挙準備急ぐ」
ＮＨＫ8月23日 11時54分
民進党の代表選挙に立候補している、前原元外務大臣と枝野元官房長官が報道各社のインタビューに応じ、前原氏は安全保障関連法の廃止を求める考えを示したのに対し、枝野氏は、１０月にも次の衆議院選挙がある想定で準備を急ぐ考えを示しました。
民進党の代表選挙に立候補している、前原元外務大臣と枝野元官房長官は、２３日党本部でそれぞれ報道各社のインタビューに応じました。
この中で前原氏は、安全保障関連法について「今までの執行部の考え方を踏襲し、部分修正ではなく廃止を求めていきたい。他方で、日米の同盟関係は極めて重要だ。安全保障関連法は、日米合意に基づいて国内体制の整備を行う前提で行われており、日本の法整備にかしがあったという文脈で廃止を捉えてもらいたい」と述べました。
枝野氏は、次の衆議院選挙について「少なくとも党のリーダーとしては、『いちばん早いタイミングである』という前提で準備を進めていく。時期がもっと後ろになれば、その分さらにやれることが増えるので、基本的には衆議院の補欠選挙が行われる１０月に衆議院選挙がある想定で、最大限の準備を進めていく」と述べました。民進党の代表選挙は２２日から候補者による地方遊説が始まっており、９月１日の臨時党大会で新しい代表が選出されます。
前原氏、野党再編に意欲＝枝野氏は自主再建－民進代表選


民進党代表選挙に立候補し、公開討論会で握手する前原誠司元外相（左）と枝野幸男元官房長官＝２２日午後、東京都千代田区
　民進党代表選（９月１日投開票）に立候補した前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官は２２日午後、東京都内で開かれた日本記者クラブ主催の公開討論会に臨んだ。前原氏は、２００３年の旧民主、自由両党合併が０９年の政権交代につながったと指摘。「われわれが政権交代を担う軸になっていく足固めが大切だ」と述べ、「非自民」勢力結集による野党再編に意欲を示した。枝野氏は民進党の自主再建を強調した。
　前原氏は、小池百合子東京都知事について「国民に対して分かりやすい政治を行ったことが都議選での大躍進につながったのではないか」と評価。小池氏に近い若狭勝衆院議員が結成を目指す新党については「与党なのか野党なのか、理念、政策は分からない。しっかりと見極める」と語り、連携に含みを持たせた。
　これに対し、枝野氏は「一時の風頼みの政党やグループは、本格的な政権の担い手たり得ない」と断じ、「まずは再編と関係なく、わが党単独で政権を取る覚悟と努力が必要だ」と力説した。


　集団的自衛権行使を容認した安全保障関連法に関しても、見解が分かれた。前原氏は「違憲で、出来の悪い法律だ」と批判しつつ、日米防衛協力の指針（ガイドライン）再改定に基づく国内法整備と位置付け、「日米合意は尊重しなくてはならない」と指摘。枝野氏は「安保法制の違憲部分を外したとしても（日米合意は）十分成り立つ可能性が高い」と述べ、廃止を求めた。
　枝野氏は、沖縄県の米軍普天間飛行場の名護市辺野古への移設計画について「もう一度、本当に辺野古しかないのかという検証と研究を始める責任がある」と述べ、旧民主党政権下での日米合意見直しを示唆。前原氏は「日米合意がベースにあるという認識は変わりない」と語った。
　両候補は２２日夕、新潟市で街頭演説を行い、党員・サポーターらに直接、支持を訴えた。　（時事通信2017/08/22-18:07）　
消費税率１０％に前原氏前向き、枝野氏は反対

読売新聞2017年08月22日 22時39分



討論会に臨む前原元外相（左）と枝野元官房長官（２２日、東京都千代田区で）＝松田賢一撮影

　民進党代表選（９月１日投開票）に立候補した前原誠司・元外相と枝野幸男・元官房長官は２２日、日本記者クラブ主催の討論会に出席し、経済財政政策や原発政策、次期衆院選に向けた選挙協力のあり方などの争点について論戦を繰り広げた。

　消費税率１０％への引き上げについては、前原氏が「サービスを向上させるには財源がいると国民に訴えるEQ \* jc2 \* "Font:ＭＳ 明朝" \* hps24 \o\ad(\s\up 11(しんし),真摯)な姿勢が必要だ」と述べ、実施すべきだとの考えを示した。これに対し、枝野氏は「足元の経済状況を考えれば、到底引き上げられる状況にはない」と反論。消費税率１０％への引き上げを決めた２０１２年の民主（現民進）、自民、公明の「３党合意」については「自民党は２度も引き上げを先送りしており、もはや破棄された状況だ」と語った。

　また、３０年代に原発稼働ゼロを目指す党の方針について、前原氏が踏襲する考えを示したのに対し、枝野氏は「政権を預かったら、できるだけ前倒しをしてやりたい」と主張した。廃炉に向けた具体的な工程表を作成し、年内にも国会に法案を提出する考えも明らかにした。

　次期衆院選に向けた共産党との選挙協力でも両氏の見解は分かれた。

　前原氏が「理念、政策が合わないのに、政権を選択する衆院選で協力するのはおかしい」と見直しを主張した。枝野氏は「初めから入り口をふさぐ必要はない。一致する限りの所で最大限のことをやる」と語り、共闘態勢を維持すべきだとの考えを示した。

民進代表選、小池知事との距離で温度差 
日経新聞2017/8/21 21:15 (2017/8/21 22:26更新)
　民進党は21日、代表選を告示し、前原誠司氏と枝野幸男氏の二人が立候補を届け出た。両氏とも2009年からの民主党政権時代に外相や官房長官などの要職に就いていた。民進党の党勢は低迷しており、党再建に向けた代表選となる。共産党を含む野党共闘のあり方、消費増税の是非、東京都の小池百合子知事との距離感などで二人の見解は分かれた。共同記者会見での主な発言は次の通り。


野党共闘のあり方、消費増税の是非などでも前原氏(右)と枝野氏の見解は分かれた（21日午後、民進党本部）
●冒頭発言
　前原氏　少子化、人口減少、地域は疲弊して活力がなくなっていく。放置する自民党政権しか選択肢がないのか。もう一つの選択肢を示す歴史的使命がある。不安を解消し、安心、希望をつないでいく。政治生命をかけて代表選を戦う。党をまとめ「Ａｌｌ　ｆｏｒ　Ａｌｌ（みんながみんなのために）」の社会を日本で築きたい。
　枝野氏　立憲主義がないがしろにされ、政治が私物化されている。早くまっとうな政治を取り戻さなければならない。今の政治に代わる明確な対抗軸を打ち出す。リーダーとして党をまとめる。自己責任型の社会を変え、多様性と支え合いの経済を取り戻す。一刻も早い原発ゼロを目指す。専守防衛を外すような憲法改悪と徹底して戦う。地に足をつけて民進党を立て直す先頭に立つ。
●質疑応答
　――共産党を含む野党共闘にどう取り組むか。
　前原氏　衆院選は政権選択の選挙だ。理念・政策が合わないところと協力するのはおかしい。合うところとは協力する。（野党）４党が協力してきた重みを受け止めながら、その是非も見直しする。基本的には全ての選挙区で候補者を立てることを原則にしたい。
　枝野氏　わが党の主体性を持ちながら、できることを最大限やる。
　――「2030年代原発ゼロ」の前倒しは。
　枝野氏　どうすれば１日も早く原発ゼロを実現できるのか。工程表を示し、年内にも法案として国会に提出したい。
　前原氏　「30年代原発ゼロを目指してあらゆる政策資源を投入する」方向性で、原発のない社会をつくっていく。
　――憲法改正にどう取り組むか。
　前原氏　「安倍政権の下での憲法改正は反対だ」というのは国民の理解が得られない。拙速な憲法改正のスケジュールにくみするつもりは全くない。
　枝野氏　国民生活や国民経済をより良くするために憲法を変える必要があれば、議論は積極的に進めるべきだ。今のところそうしたものはない。首相の衆院の解散権は憲法を変えないと対応できない可能性が高いテーマだ。多くの議院内閣制の国で、もはや時代遅れになっている。安保法制の憲法違反の部分を消さなければ、９条について議論の余地はない。
　――消費増税についての考え方は。
　枝野氏　経済状況などを考え、現状で消費税を上げられる状況ではない。
　前原氏　社会保障と税の一体改革を進めた私は大いなる責任を負っている。教育無償化などに必要な財源論は、行革やどういう税の負担かなど、逃げずに議論する。
　――アベノミクスと違う経済政策は。
　枝野氏　経済の低迷は消費不況だ。所得を底上げし、消費を拡大させる。人手不足で低賃金の看護師や介護職員の賃金を底上げする。最大の景気対策だ。国債を発行してでも財政投入する。
　前原氏　全ての世代の不安を解消する。教育無償化や介護など現物給付を中心にする。雇用を増やし、ボトムアップ型の好循環をつくる。
　――東京都の小池百合子知事の側近の若狭勝衆院議員が年内にも新党を結成する動きを見せている。連携をどう考える。
　枝野氏　理念も何も掲げてないものとどうこうするなんてことは、お尋ねになる方がおかしい。（若狭氏は）「共謀罪」（の趣旨を盛り込んだ改正組織犯罪処罰法）に賛成したなど、我々とは立ち位置が違う。自民党の補完勢力の可能性が高いと見ざるを得ない。
　前原氏　小池氏が進めている都政には一定の評価をする。若狭氏がやろうとしているものは、小池氏とどれだけ連携しているか分からない。何よりも、国政を目指す場合の政策・理念がまだ明らかにされておらず、与党か野党かも分からない。そういったものを出したときに判断する。
枝野氏、柏崎再稼働に反対＝民進代表選
　民進党代表選に立候補した枝野幸男元官房長官は２２日午後、新潟市内での記者会見で、東京電力柏崎刈羽原発（新潟県）再稼働について、「明確に反対だ」と表明した。米山隆一同県知事の慎重姿勢を挙げ、「県民の意思として、現状で理解が得られているとは思えない」と述べた。
　一方、前原誠司元外相は同じ会見で、再稼働については核廃棄物の最終処分場の選定プロセス開始などが前提になるとの党見解を述べるにとどめた。（時事通信2017/08/22-19:25）
細野氏らに「刺客」を＝民進・枝野氏－前原氏は言及避ける


民進党代表選挙に立候補し、討論を行う前原誠司元外相（左）と枝野幸男元官房長官＝２２日午後、東京都千代田区
　民進党の枝野幸男元官房長官は２２日、日本記者クラブで開かれた党代表選候補の公開討論会で、同党を離れた細野豪志元環境相や長島昭久元防衛副大臣に対し、次期衆院選で対抗馬を擁立する考えを示した。
　前回衆院選で細野氏は静岡５区、長島氏は東京２１区から旧民主党公認で立候補している。枝野氏は「きちっと民進党の公認候補を立てる。けじめをしっかりつけないと党はまとまっていけない」と強調した。
　一方、前原誠司元外相は「政治状況、今後の在り方、党内に対するガバナンス、さまざまなことを総合的に勘案すべきだ」と述べるにとどめ、「刺客」への言及を避けた。７日の記者会見では、細野氏について「また協力できるのではないかという期待を持っている」と述べている。（時事通信2017/08/22-16:20）
民進代表選、地方遊説スタート　街頭演説で訴え
朝日新聞デジタル2017年8月22日21時09分


民進党代表選の地方遊説が始まった。新潟駅前で街頭演説する前原誠司元外相（右端）と枝野幸男元官房長官（中央）＝新潟市
　民進党代表選の地方遊説が２２日、新潟市で始まった。立候補した前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官は、街頭演説などで党再建への意気込みや、自民党への対抗軸などについて訴えた。
　前原氏はＪＲ新潟駅前で「自民党に代わる政党がない状況を変え、民主主義を守るために民進党は立ち上がる」。枝野氏も「民進党を立て直すことで、暮らしや地域に目を向けない政治を変えることができる」などと演説した。
　今後の遊説先は次の通り。２３日　青森県弘前市▽２４日　愛媛県新居浜市▽２５日　札幌市▽２６日　神戸市、三重県四日市市▽２７日　宮崎市▽２８日　東京都内
前原氏、野党共闘見直し＝枝野氏「小池新党」と一線－民進代表選論戦スタート


民進党代表選立候補者による共同記者会見を終え、握手する枝野幸男氏（左）と前原誠司氏＝２１日午後、東京・永田町の同党本部
　民進党代表選（９月１日投開票）に立候補した前原誠司元外相（５５）と枝野幸男元官房長官（５３）は２１日午後、党本部で共同記者会見に臨み、野党第１党のリーダーの座を争う論戦が始まった。蓮舫執行部が進めた共産党との共闘路線について、前原氏は見直しを明言。枝野氏は路線継続の意向を示した。
　前原氏は「衆院選は政権選択の選挙だ。理念、政策が合わないところと協力するのはおかしい」と強調。共産党などとの党首合意に関しても改めて見直しを主張した。ＢＳ日テレの番組収録では「党内で議論していないし、合意もされていない」との認識を示した。一方、枝野氏は会見で「わが党の主体性を持ちながら、できることを最大限やる」と語った。
　小池百合子東京都知事に近い若狭勝衆院議員が年内の結成を目指す新党に関しては、枝野氏が「安保法制にも賛成し、アベノミクスにも賛成した方とは立ち位置が違う。自民党の補完勢力の可能性が高い」と語り、連携に否定的な考えを示した。前原氏は「政策・理念がまだ明らかにされていない」と述べ、判断を保留。小池氏の都政運営には一定の評価を与えた。
　エネルギー政策に関しては、枝野氏が「原発ゼロはもはやリアリズムだ。一刻も早い原発ゼロを目指す」と訴え、党が目標とする「２０３０年代原発ゼロ」の前倒しを示唆。前原氏は目標を維持する考えを示した。
　憲法改正について、前原氏は安倍晋三首相が掲げた２０年の新憲法施行を「拙速だ。首相の実績づくりにくみするつもりはない」と批判。前原、枝野両氏は、集団的自衛権の行使を容認した安全保障関連法は違憲との立場から、首相の唱える自衛隊明記に反対した。
　１９年１０月予定の消費税率１０％への引き上げについて、ＢＳ日テレで前原氏は「現下の経済状況で上げなかったら、未来永劫（えいごう）上げることはできない」と強調。枝野氏は「上げられる状況ではない」と否定的な姿勢を示した。
　両候補は２２日の新潟市を皮切りに全国８都市で遊説も行う。（時事通信2017/08/21-22:11）
前原氏支持、国会議員の過半数…民進代表選告示

読売新聞2017年08月22日 06時00分



記者会見を終え、握手を交わす前原誠司・元外相（右）と枝野幸男・元官房長官（２１日午後、民進党本部で）



　民進党の蓮舫代表の辞任表明に伴う代表選は２１日告示され、前原誠司・元外相（５５）と枝野幸男・元官房長官（５３）が立候補し、一騎打ちの構図となった。

　読売新聞社が投票資格を持つ国会議員１４２人の動向を調査したところ、前原氏が過半数の７２人の支持を固め、優位に立っていることが分かった。全体の過半数を占める党員・サポーター票と地方議員票で枝野氏が巻き返せるかどうかが焦点だ。新代表は９月１日の臨時党大会で選出される。

　前原氏は、玄葉光一郎・元外相や松野頼久・元官房副長官のほか、前回代表選に出馬した玉木雄一郎幹事長代理ら当選３回以下の若手から支持を得た。自身が率いるグループ（約２５人）のほか、大畠章宏・元経済産業相らのグループ（約１５人）など６グループの支持を取りつけ、国会議員の過半数の支持を集めた。

【続きあり】
民進代表選、党員・サポーター票が勝敗を左右か

読売新聞2017年08月21日 18時35分

　２１日に告示された民進党代表選はポイント制で争われる。



　国会議員票では前原誠司・元外相が枝野幸男・元官房長官に先行して支持固めを進めているが、全体の過半数を占める党員・サポーター票と地方議員票の行方が勝敗を左右しそうだ。各候補は今後、全国８都市での討論会や街頭演説で自らの政策をアピールする。

　計８５１ポイントに換算して争う代表選は、割り当てが多い順に〈１〉党所属国会議員（２８４ポイント）〈２〉党員・サポーター（２３１ポイント）〈３〉地方議員（２０９ポイント）〈４〉国政選公認候補予定者（１２７ポイント）――の投票で行われる。

　事前に郵便で投票する党員・サポーター票は、党員数などに基づき各都道府県ごとに割り振られた「県別ポイント」を各候補の得票数に応じて比例配分する。

　地方議員は郵便投票を全国一括で集計し、得票数に応じて比例配分する。

【続きあり】
民進党代表選　「小池新党」対応に差　前原、枝野両氏
毎日新聞2017年8月21日 22時36分(最終更新 8月22日 08時31分)
　民進党代表選が２１日告示され、立候補を届け出た前原誠司元外相（５５）と枝野幸男前幹事長（５３）による一騎打ちの選挙戦がスタートした。共同記者会見では、次期衆院選へ向け小池百合子東京都知事に近い議員が年内にも結成するとされる新党との連携に前原氏が含みを残す一方、枝野氏は否定的な見解を示した。共産党との共闘については否定的な前原氏に対し枝野氏は前向きで、与党に対抗する野党共闘のあり方が大きな争点となる。
　７月の東京都議選で惨敗した民進党では離党者が相次ぎ、分裂の不安も党内に広がる中、党再生の道を探る代表選となった。 
　前原氏は「民進党には国民のために選択肢を示す歴史的な使命がある。『オール・フォー・オール（みんながみんなのために）』の社会を必ず築きたい」と語った。枝野氏は「党の立て直しには自民党とは違う明確な旗、対抗軸が必要だ。自己責任型の社会を変え、多様性と支え合いの経済を取り戻す」と訴えた。 
　両氏の政策理念に大きな差異はないが、２０１９年１０月の消費増税には枝野氏が反対を明言。社会保障などの財源確保を重視する前原氏との違いを示した。 
　衆院選に向けては、小池氏に近い若狭勝衆院議員が政治団体「日本（にっぽん）ファーストの会」を設立し、新党結成を目指している。前原氏が「新党の政策、理念が出された時に判断したい」と語った一方、枝野氏は「自民党の補完勢力である可能性が高い」と批判した。 
　前原氏は民進、共産、自由、社民の野党４党で候補者調整を進める合意に関し「前執行部で協力してきた重みを受け止めながら見直したい」と述べた。枝野氏は「昨年の参院選では幅広い市民との連携の中、野党の候補者を一本化し、成果を上げることが一定程度できた」と強調した。 
　代表選は蓮舫代表の辞任に伴うもので、２２日に日本記者クラブ主催の公開討論会を開くほか、全国８カ所で街頭演説や討論会を予定。新代表は国会・地方議員、国政選挙の公認候補予定者、党員・サポーターの投票により、９月１日の臨時党大会で選出される。【光田宗義、真野敏幸】
＜前原・枝野両氏の記者会見での主な発言＞ 
◆野党共闘 
前原氏　理念、政策が合わないところと協力するのはおかしい。基本的には全選挙区で候補者を立てる 
枝野氏　理念、政策、主体性を守り、ギリギリの着地点を探して最大限努力する 
◆消費増税 
前原氏　消費税を上げ、教育、医療・年金などの恒久財源をしっかり担保していく 
枝野氏　将来的に必要だが、経済状況や法人税を減税している現状では上げられない 
◆憲法改正 
前原氏　「安倍政権下での改憲反対」では国民の理解を得られない。ただ、安倍晋三首相の実績・思い出作りにはくみしない 
枝野氏　憲法改悪と徹底して闘う。安全保障法制の憲法違反の部分を消さなければ、９条について議論の余地はない 
◆「小池新党」への対応 
前原氏　小池都政に一定の評価をする。政策、理念が出た時に判断したい 
枝野氏　我々とは立ち位置が違う。自民党の補完勢力である可能性が高い 
前原、枝野氏が一騎打ち＝野党共闘、見直しか継続か－民進代表選
　民進党の蓮舫代表の辞任表明に伴う代表選が２１日告示された。前原誠司元外相（５５）と枝野幸男元官房長官（５３）が立候補を届け出て、一騎打ちの構図が確定した。次期衆院選に向け、自民党に対抗する旗をどう掲げ、共産党との野党共闘にどう臨むかが争点。保守系の前原氏は共産党との関係を見直す考えなのに対し、リベラル勢力の支持を受ける枝野氏は路線継続を訴える。９月１日に投開票される。


小池新党との関係争点化＝枝野氏、選対本部設置－民進代表選
　前原、枝野両氏は出陣式に先立ち、衆院議員会館で記者団に意気込みを語った。前原氏は「自民党に代わる選択肢がない。われわれには選択肢を示す歴史的な使命がある」と強調。枝野氏は「本当に地に足を着けた国民政党に脱皮することができるかが問われている」と指摘した。午後に共同記者会見に臨み、基本政策や党運営の方針を説明する。


民進党代表選が告示され、出陣式で気勢を上げる前原誠司元外相（中央）ら＝２１日午前、東京・永田町の衆院第２議員会館
　前原氏は昨年９月の代表選に続く挑戦。前回は蓮舫氏に大敗したが、今回は現執行部に不満を抱く保守系の支持を集め、国会議員票で優位に立つ。野党共闘は「是非を含めて見直す」として軌道修正する考え。社会保障充実のために消費税増税も必要との立場だ。
　枝野氏の代表選出馬は旧民主党時代を含め初めて。昨年の参院選で党幹事長として野党共闘をけん引し、衆院選でも「経験を生かす」として共産党などとの候補者一本化に意欲を示す。保育や介護分野の雇用、賃金増を打ち出すが、消費税増税は当面見送るべきだとの考えだ。


民進党代表選が告示され、出陣式で気勢を上げる枝野幸男元官房長官（中央）ら＝２１日午後、東京・永田町の衆院第１議員会館
　民進党では、共闘路線への反発などから所属議員の離党が相次いでおり、新代表の下で党が結束できるかも焦点だ。小池百合子東京都知事との連携を期待して離党を模索する動きもあり、新代表の対応次第で政界再編につながる可能性もある。
　若手の井出庸生衆院議員（３９）も出馬を目指していたが、届け出に必要な２０人の推薦人が確保できず、断念した。（時事通信2017/08/21-12:27）
前原氏と枝野氏、野党共闘で違い鮮明…共同会見

読売新聞2017年08月21日 20時09分

　民進党代表選に立候補した前原誠司・元外相と枝野幸男・元官房長官は２１日、党本部で共同記者会見に臨んだ。

　野党共闘や消費増税などを巡っては、両氏の主張の違いが鮮明になった。

　最大の争点である次期衆院選での共産党との選挙協力について、前原氏は「理念、政策が合わないところと協力するのはおかしい」と述べ、見直す考えを明言した。これに対し、枝野氏は「主体性を持ちながらできることを最大限やる。仲間を一人でも多く当選させるのも大きな責任」と語り、前向きな姿勢を強調した。

　小池百合子東京都知事に近い若狭勝衆院議員が年内結成を目指す新党との連携についても、見解は分かれた。前原氏は「理念、政策が一致するすべての勢力と協力する」として連携の可能性を否定しなかったが、枝野氏は「立ち位置が違う。自民党の補完勢力になる可能性が高い」と否定的な見方を示した。

　消費税率の引き上げについては、前原氏が「（野田内閣で決めた）社会保障・税一体改革に責任を持ちたい」と述べ、前向きな姿勢を示したのに対し、枝野氏は「経済状況、税の使い方に対する国民の信頼を考えると、現状で消費税を上げられる状況ではない」と反対を明確にした。

背水の民進　野党再編の引き金か　前原氏「政権交代の軸に」／枝野氏「我が党単独で」
毎日新聞2017年8月23日　東京朝刊
　次期衆院選を経た後も民進党は野党第１党の大きな「塊」として生き残れるのか。東京都議選での惨敗を受け、分裂の危機もささやかれる中で始まった代表選。「背水の民進」の指揮官を選ぶ動きを９月１日の臨時党大会まで追跡していく。 
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前原氏「政権交代の軸に」 
　「全国に組織のある政党として、政権交代を担う軸になっていく足固めが極めて大事だ」。前原誠司元外相（５５）は２２日、日本記者クラブ主催の公開討論会で、野党再編に向けた思いを訴えた。 
　対する枝野幸男前幹事長（５３）は「将来的な再編を入り口で塞ぐことはしないが、まずは我が党単独で政権… 
民進代表選、野党再編含み　前原氏「非自民」結集　枝野氏「風頼み」否定 
日経新聞2017/8/22 23:47
　９月１日の民進党代表選で野党再編が論戦のテーマに浮上している。前原誠司元外相は2003年の旧民主、自由両党合併が09年の政権交代につながったと指摘。「われわれが政権交代を担う軸になっていく足固めが大切だ」と述べ「非自民」勢力結集による野党再編に意欲を示した。一方、枝野幸男前幹事長は共産党を含む野党共闘を継続する考えを示した。
　前原氏は22日、日本記者クラブの記者会見で「大都市で地域政党がこれから出てくるかもしれない。そういったところとも連携しながら、どう力を最大化するかが大事だ」と強調。小池氏や、その他の新たな政治勢力と連携する可能性に言及した。
　一方、枝野氏は記者会見で「一時の風頼みの政党は本格的な政権の担い手にはなり得ない。単独で政権を取る覚悟が必要だ」と述べ、野党再編に否定的な考えを強調。共産、自由、社民との野党共闘については「最大限の努力をする」と現執行部の方針を継承する意向を示した。
　離党者の対応を巡っても両氏の考え方の違いが鮮明に出た。枝野氏は細野豪志前代表代行や長島昭久元防衛副大臣らを念頭に、次期衆院選で離党者が出馬する小選挙区に対立候補を擁立する考えを示した。前原氏は「政治状況や党内のガバナンスなどを含めて総合的に判断する」と述べるにとどめた。細野氏は小池氏との連携に前向きとされ、前原氏はこれまで細野氏との連携に含みを持たせている。
産経新聞2017.8.22 22:01更新 
【民進党代表選】「新党ブーム」で初当選　実は政策もソックリな前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官　その相違点は？
[image: image21.jpg]AIRKEREFROLIEE

AR EIEK REFEBK

RIS/ BAIS9E
4308 EFRE Shatg

WTRED REL

mhEPEE  TORE gy s

THEEREE SR  THSERNE
BFOE  LEEE  EReb

EFE— EEE—
HREEDIT— 7 2 FIRSEDIT—
. PR T
o s
Tz ERRE
,,,,, (@1#£97) _(23#1R)

5148 om  EEERR
,,,,, (eofop) T (Sogom)
Ersfa

(7%9R)





　民進党代表選（９月１日投開票）に立候補した前原誠司元外相（５５）と枝野幸男元官房長官（５３）は平成５年の初当選以来、同じ政党で活動を続けてきた。日本新党、新党さきがけ、民主党、民進党…。それだけに代表選での両氏の主張を細かくチェックすると、実は方向性が近い政策も多い。ただ、政権奪還に向けた非自民勢力の結集をめぐっては、描く青写真に違いも垣間見える。
　東京・内幸町の日本記者クラブで２２日に開かれた代表選の公開討論会で、前原氏は隣席の枝野氏に切々と語りかけた。
　「お互い２４年間国会議員をやってきて、民進党を立て直さなければ日本の民主主義は機能しないという思いで立候補している…」
　両氏は「新党ブーム」に沸いた５年の衆院選で日本新党から初当選した。その後も行動をともにし、現在も同じ党内グループ「凌雲会」に所属している。グループでは前原氏が会長を務め、枝野氏は幹事長だ。
■　　　■　
　東京・永田町の衆院第１議員会館の同じ階にある両氏の事務所には、同一の場面の写真が飾られている。６年５月、当時の日本新党を離党した前原、枝野両氏らが新会派「民主の風」を結成したときのものだ。
　「あのときは与党から出るという動きだった。『目先の損得で政治家は動いちゃいけない』ということで動いた。その原点は絶対に変えてはいけない」
　枝野氏はこう振り返る。
　今回の代表選での主張も実は似通った部分が多い。
　憲法９条１、２項を維持した上で自衛隊の存在を明記する安倍晋三首相（自民党総裁）の改憲案に対しては、集団的自衛権行使を容認した安全保障関連法が違憲という主張に基づき、反対で足並みをそろえる。医療や介護の充実に力点を置いているのも同じだ。
■　　　■　
　ただ、２２日の公開討論会では非自民勢力の結集のあり方をめぐり、両氏が珍しくぶつかった。枝野氏が、民進党に離党届を出した長島昭久衆院議員や細野豪志元環境相の名を挙げて前原氏にこうただしたのだ。
　「きちっと（離党者の選挙区に）対抗馬を立てるべきだ。ケジメをつけないと党はまとまっていけない」
　しかし、前原氏は「さまざまなことを含んで総合的に勘案すべきだ」と述べ、離党者らとの将来的な連携に含みを持たせた。
　小池百合子都知事が事実上率いる地域政党「都民ファーストの会」や日本維新の会といった「第三極」との関係でも、前原氏が「連携をとりながら、われわれの力を最大化していく」と主張したのに対し、枝野氏は「全国で根を生やして本格政党として活動できる基盤はわれわれの方が持っている」と反発した。
　枝野氏は「『新しい受け皿』というのは無責任だ」と公言する政界再編消極派だが、前原氏はより大きな規模の結集も視野に入れている。代表選の結果によっては、四半世紀にわたり歩みを同じくしてきた２人が初めてたもとを分かつ局面が訪れるかもしれない。（松本学）
産経新聞2017.8.21 22:32更新 
【民進党代表選】自民「分裂に発展するか…」　共産は共闘堅持強調
　２１日に告示された民進党代表選について、自民党は民進党が代表選の論戦を通じてどのような対抗軸を打ち出してくるのか注視している。一方、共産党は民進党を含めた野党４党による共闘路線の維持を求めた。
　自民党の岸田文雄政調会長は２１日、茨城県那珂市で民進党代表選について記者団に「大きな関心を持っている」と語った。その上で、前原誠司元外相と枝野幸男元官房長官との間で、野党共闘などをめぐり温度差があることを念頭に「憲法、共産党との野党共闘、社会保障の財源に注目したい」と述べ、党の立ち位置がどちらに傾くのかを見極めていく考えを示した。
　代表選で民進党内の路線対立が深刻化すれば党分裂のリスクが高まる。次期衆院選をにらみ、自民党内では「分裂に発展するかどうか。今から楽しみだ」（党幹部）との声が漏れる。
　一方、前原氏は共産党との選挙協力を再検討する考えを示したが、共産党の小池晃書記局長は記者会見で、１０月の衆院トリプル補欠選挙について「先行して野党統一候補を決める方向で議論を進めたい」と述べた。次期衆院選で民進、共産、自由、社民の４野党党首が候補者調整を進めるとの合意についても「誠実に実行を進めたい」と堅持する考えを強調した。　
　自由党の小沢一郎代表は「民進党が野党第一党の旗を振り、志を同じくする野党を結集し、自公に代わる受け皿を作る人が代表になってほしい」と注文をつけた。
産経新聞2017.8.21 16:57更新 
【民進党代表選・共同会見詳報（上）】前原誠司氏「『Ａｌｌ　ｆｏｒ　Ａｌｌ』の政治を」枝野幸男氏「自民との対抗軸示し党を再生する」

前原誠司元外相＝２１日午後、東京・永田町の民進党本部（佐藤徳昭撮影） 
　民進党代表選への立候補を届け出た前原誠司元外相（５５）と枝野幸男元官房長官（５３）が２１日午後、党本部で共同記者会見に臨み、共産党との選挙協力や憲法改正などについてそれぞれの主張を述べた。主な発言は以下の通り。
　■冒頭発言
　前原氏「私が今回、立候補した理由をいくつか申し上げたい。第２次世界大戦が終わってから７２年がたった。焼け野原から復興を遂げた奇跡の復興、高度経済成長、世界第一の経済大国、日本をつくっていただいた先輩諸氏、ご高齢で年金生活をされている方々がたくさんいる。年金は２０４０年までどんどん下がり続け、不安で、日頃の生活を切り詰めながら、今を本当に苦しく生きておられる先輩諸氏がたくさんおられる。
　今まで払った介護保険。これは受ける権利があるにもかかわらず、現在、特別養護老人施設に入ろうと思えば３５万人以上の方が、いわゆる入所希望で待たされている状況だ。年金も不安。介護も受けたいけれども受けられない。こういった今までの日本の立役者をないがしろにしている政治しか選択肢がない、こんな日本は本当に尊厳ある国家とはいえない。こういった方々を真に敬い、そして安定的に、元気で長生きをしていただく。そういった新たな自民党にかわる選択肢をつくりたい。
　ご高齢者だけではない。若い方々、非正規雇用が増えて、働いても働いても給与が上がらない。結婚したくても結婚できない。ようやく結婚したと思っても、共働きでも、希望の子供数を持つことができない。これが日本の現状じゃないか。結果として少子化。結果として人口減少。地域はどんどんどんどん疲弊し、活力がなくなっていく。これを放置している自民党政権しか選択肢がないのか。われわれは、もう一つの選択肢を示す。これは民進党のためじゃない。国民のために、日本のこれからのために、われわれがその選択肢を示す歴史的な使命がある。私はそう思っている。
　若い人たちに不安から希望を、ご高齢者の方々に安心して過ごせる老後を。不安を解消し、安心・希望をつないでいく。そのためには、その政策の中身をちゃんとご説明し、ご理解いただき、それを支え合う。私はそれを『みんながみんなのために』『Ａｌｌ　ｆｏｒ　Ａｌｌ』と、こういう政治を日本でしっかりとつくっていきたい。こういう思いで今回立候補させていただいた。
　もはや日本に猶予はない。自民党のみ選択肢がない。先般の東京都議選では５０％以上の方が支持政党がない、選ぶものがない。これはわれわれ民進党の責任、責務だと思っている。もう一度、民進党が何を示す政党なのか。批判だけではない建設的な、新たな安心できる支え合いの社会をつくっていく、そういう国家的使命をわれわれ民進党がつくるために、私は２４年間の国会議員の全ての経験を生かし、自分の政治生命をかけてこの代表選を戦わせていただき、そして代表となり、党をまとめさせていただき、『Ａｌｌ　ｆｏｒ　Ａｌｌ』の社会を必ず日本で築きたい。みんなが尊厳を感じられる、みんなが分断をなくし、みんなが支え合う。そういった社会をつくっていくために頑張る所存だ」
　枝野氏「出馬することに決めた動機は『危機感』と『怒り』だ。党の再生はもちろんのこと、立憲主義がないがしろにされ、政治が私物化され、考えられないような情報隠蔽がまかり通ってしまっている。こんな政治の状況に強い怒りを感じている。一刻も早く真っ当な政治を取り戻さなければならない。
　私はこれまで、官房長官や党幹事長というリーダーを支える立場で仕事をしてきた。今５３歳。官房長官は現行制度で最年少で務めさせていただいた。そうした経験を生かし、私だからこそできることが、リアリズムと実行力を持って、今の政治にかわる明確な対抗軸を打ち立てる。そのために私自身が生まれ変わって、今度はリーダーとしてこの党をまとめ、政治を動かしていく。そんな決意で立候補した。
　最初に申し上げておきたいのは、この代表選を単にリーダーを替える、リーダーを選ぶという選挙にしてはならないということだ。民進党そのものが、全体が変わっていく選挙にしなければならない。今の民進党が置かれている状況は、リーダーを替えたからといって、すぐに良くなるような甘い状況ではない。一人一人がそれぞれの力を出し合い、持ち寄り、地道に一歩ずつ党を立て直していく。そのことなしに党の再生はない。その一人一人の力を集めていく、そのリーダーに私はなりたいと思っている。
　幹事長として２年間、全国各地で厳しい中で頑張る自治体議員の皆さん、それを支える党員やサポーターの皆さん、候補予定者の皆さん、さまざまな声を聞いてきた。その中には、本当にたくましく力強く頑張っている仲間がたくさんいる。
　全国には国会議員のいない県が１１ある。例えば沖縄。ゼロからというよりマイナスから、３０代の若い２人が県組織の立て直しのために奔走してくれている。こうした力こそが民進党再生の原動力だと思っている。こうした地域の声を、地域の力をしっかりとつなぎ合わせ、その力を最大化させる、そのためのボトムアップ型のリーダーとして、私はこの党を立て直していく。
　党の立て直しには、自民党とは違う明確な旗が、対抗軸が必要だ。その一つは、自己責任型の社会を変え、多様性と支え合いの経済と取り戻すこと。前原さんの『Ａｌｌ　ｆｏｒ　Ａｌｌ』と大きく共鳴する理念だと思っている。問題はこれをどう具体化していくか、どう進めていくか。リアルで具体的なプログラムをしっかりと作り上げていく。
　『原発ゼロ』はもはやリアリズム。官房長官や経済産業相としての経験を踏まえ、一刻も早い原発ゼロを目指す。専守防衛を外すような憲法改悪と徹底して戦う。ジェンダー差別やヘイトスピーチなど多様性をないがしろにしている問題、そして情報公開、そうしたところでも私たちは自民党とは明確に違う対抗軸がある。
　こうした対抗軸をしっかりと示し、そして地域から、草の根から、地に足付けて、いっときの風に流されることなく、民進党をしっかりと立て直していく。その先頭に立たせていただく」
　■質疑応答
　－－代表になったら「野党共闘」にどう取り組むか。特に共産党との次期衆院選をにらんだ選挙協力は維持するのか、見直すのか
　前原氏「政治家・政党の命は理念・政策だ。特に次の選挙は衆院選なので、政権選択の選挙だ。この政権選択をする選挙で理念・政策が合わないところと協力することはおかしい。理念・政策と合うところと幅広く協力する。そういったスタンスで臨みたい。
　前政権（現党執行部）で結ばれた４党の合意事項だけれど、４党が協力していろんな取り組みをされてきた、また協力されてきた、そういった重みというものはしっかりと受け止めながら、是非についても見直しをさせていただきたい。とにかく理念・政策、民進党が掲げる、私が掲げる『Ａｌｌ　ｆｏｒ　Ａｌｌ』、こういった考え方、内政については。北朝鮮の脅威、そして中国の拡大路線、こういったものにどうしっかりと日本が対峙していくか。その意味では、現実路線、これにしっかりと考え方の合う政党との協力を目指してまいりたい」
　枝野氏「野党間でわが党の主体性を持ちながら、できることを最大限やる、できないことはできない、そのメリハリをしっかりつけていくことが重要だ。
　私は昨年の参院選に幹事長として対応に当たった。『野党共闘』とか『選挙協力』とかいう言葉はあのときも使っていないし、そういう意識ではない。あのとき実行できたのは、幅広い市民の皆さんとの連携の中で、野党の候補者を一本化することはできた。そして成果をあげることが一定程度できた。それはそれぞれの党の理念・政策が違う中で、しかし『自民党の暴走をとめてほしい』という市民の皆さんの声を受けて、できること、できないこと、その範囲の中でギリギリの着地点を努力したからだ。
　政権選択の衆院選は一層困難が大きい。一方で、現実に地域で頑張っている仲間たちを一人でも多く当選させる。そのことによって今の政治の暴走に少しでも歯止めを掛ける。これも私たちの大きな責任だ。理念・政策、主体性をしっかりと守った中で、できないことはできない、しかし、できることはできる、それがどこなのか、最大限の努力をしたい」
　－－「２０３０年代原発ゼロ」の目標を前倒しする考えはあるか。原発ゼロ法案の国会への提出はいつを目指すか
　枝野氏「目標となる時期が重要だとは思っていない。いかにすれば一日も早く原発ゼロを実現できるのか。そのことのリアリティーある工程表をしっかりと示す。そして、政権をお預かりしたら、それを着実に進めていく。その工程表をしっかりと示すことだ。すぐにでも政権をお預かりすることができれば、おそらく相当早く『原発ゼロ』を実現できるだろう。だから時期の問題だとは思っていない。
　その中で、まさに政権を取ったらやらなければならない『原発ゼロ』に向けたさまざまな課題がある。使用済み核燃料の問題もある。あるいは安定的なエネルギー供給の問題もある。原発立地地域の経済、雇用の問題、さまざまなリアルな現実に真正面から向き合い、それをどう乗り越えていくのかという具体的な工程表を示し、それを年内にも法案として国会に提出したい」
　前原氏「旧民主党政権のときに、１０００年に一度といわれる大地震、そして福島第１原発の事故が起きた。いまだに福島を始め多くの被災地の皆さん方が復興に苦しんでおられる。また、ご尽力をされている。これに対し、心から敬意を表するとともに、このご労苦にしっかり寄り添うことが、われわれの使命である、天命であると考えている。
　その意味においても、私が党政調会長をさせていただいたときにまとめた『２０３０年代原発ゼロ』を目指してあらゆる政策資源を投入する、原発のない社会を確実に、しっかり現実的につくっていくという方向性の中で、原発のない社会というものをしっかりとつくっていきたい。現在、玄葉光一郎代議士が（党エネルギー環境）調査会長、そして田嶋要代議士が事務局長として、わが党のエネルギー政策をしっかりまとめていただいている。この考えは非常に素晴らしいものだ。この調査会の議論を尊重しながら、今後党内でしっかりそういった党での議論を踏まえて、今後のあり方、そして原発のない社会の工程表をしっかりと作っていきたい」
産経新聞2017.8.21 18:27更新 
【民進党代表選・共同会見詳報（中）】枝野幸男氏「普天間飛行場移設は拙速に答え出せない」前原誠司氏「沖縄県民の気持ちくみ取る話し合いも」　

共同会見後、握手する枝野幸男元官房長官と前原誠司元外相＝２１日午後、東京・永田町の民進党本部（佐藤徳昭撮影） 
　－－憲法改正について今後どのように取り組むか。改正すべきと考える具体的テーマはあるか。また、安倍晋三首相が提唱した９条１、２項を維持した上で自衛隊を明記する案についてどう考えるか
　前原誠司氏「『安倍政権の下での憲法改正は反対』というのは国民の理解を得られない。野党第一党として、政権を目指す政党として、しっかりと国の基である憲法の議論は行っていく。そういうリードをしていく代表でありたい。
　他方で、２つのことを申しあげたい。安倍さんが当初言っていた、今年中に憲法改正の草案をまとめて来年国会で発議する、こんな性急な、拙速な話はない。なぜ国民投票を行うかというと、他の法律とは違い、憲法は権力者を縛るものだからだ。
　一章一章、一条一条、国民にご理解いただき、そして国民の総意としてどこを憲法として変えるべきなのか、残すべきなのかという議論は年単位でかかると思っているので、拙速な憲法改正のスケジュール、ましてや安倍さんの実績づくり、あるいは思い出づくりにくみするつもりは全くない。同時に、中身については自分自身の考えはあるが、党の皆さん方を信頼しているので、しっかり議論していただいたらいい。
　一つだけ付け加えるとすれば、安全保障法制は憲法違反の下でつくられた。従って、あの後と前では全く状況が異なる。自衛隊を憲法に書くということをしたとしても、あれを上塗りしてマネーロンダリング（資金洗浄）のように、まさに自衛隊、憲法違反を逃れようとすることについては、私は全く考え方を異にすると申し上げておきたい」
　枝野幸男氏「民主主義を強化し、国民の人権保障をより高め、あるいは国民生活や国民経済をより良くするために憲法を変える必要がある、あるいは変えた方がより進むということがあるのであれば、その議論は積極的に進めるべきだ。これまでも党憲法調査会長として、そうした議論をリードしてきた自負がある。
　今のところ、そうしたものがあるという結論は、さまざまなテーマについて議論してきているが、ない。今あえて申し上げれば、これは憲法を変えないと対応ができない可能性が高いテーマとして、内閣総理大臣、内閣による衆院の解散権、これは多くの先進議院内閣制の国でもはや時代遅れになっている。これについて議論を深めていくということは積極的に進めていきたい。
　一方で、憲法９条に関しては、立憲主義を破壊する解釈変更、安保法制、今、憲法９条に手を付ければ、それを事後的に認めることになる。追認をすることになる。私どもの綱領には、安全保障について専守防衛を前提にと書いている。専守防衛にも反している。まずこの安保法制を憲法違反の部分を少なくとも消さなければ９条について議論の余地はない」
　－－消費税増税についての考えは
　枝野氏「私が目指す『多様性を認め合い、お互いをともに支え合う社会』をつくっていくためには、将来的には恒久財源としての消費税の負担を国民の皆さんにお願いしなければならない。また今の財政状況、財政健全化のためにもそうしたことが必要だ。
　一方で、税は『べき論』だけでは決められない。経済状況、あるいは税の使い方に対する国民の信頼、そして全体としての税のあり方、こうしたものを考えるとき、現状で消費税を上げられる状況ではない。消費不況はまだまだ続いている。
　それから、昨年、法人税を減税している。法人税を減税しておいて消費税を上げるのか。とても国民の皆さんの理解を得られるとは思わない。こうした状況では消費税は今、上げられないというのが私の考えだ」
　前原氏「旧民主党政権の時の野田佳彦首相の下で政調会長を務めた。その時の社会保障・税の一体改革は先ほど私が申し上げた『Ａｌｌ　ｆｏｒ　Ａｌｌ』、みんながみんなを支え合う（社会）のいわゆる原点だ。また、これを与党の政調会長として進めた私は大いなる責任、責務を負っている。２段階に分けて消費税を上げ、その代わり教育・子育て、そして医療・年金・介護・福祉、この恒久財源をしっかりと担保していく。これについて私は責任を持ちたい。
　同時に『Ａｌｌ　ｆｏｒ　Ａｌｌ』は、ご高齢者の不安を解消するために、安定した年金、あるいは介護の待遇改善、教育の無償化、さまざまなことを提唱させていただくことになる。財源が必要になる。この中間報告にはその財源論からは逃げないと党で決めている。
　党で決めたことだから、財源論についてはしっかり今後、それはどういう財源なのか、行革なのか、あるいはどういう税の負担なのか、あるいはマイナンバー制度を導入して、そしてストックを把握し、フローの所得はないけれどもストックの所得のある方々にも応分負担を求めていく、そういったさまざまなミックスが考えられる。そういう財源論から逃げずに議論していきたい」
　－－前原氏は消費増税を含む税制改革の必要性を強調し、枝野氏は平成３１年１０月の税率１０％への引き上げに反対を表明した。それぞれの主張を実現するためには官僚から十分な理解や協力を得ることが不可欠だ。それは可能か
　前原氏「繰り返しになって恐縮だが、私は野田首相の下で与党政調会長として社会保障・税の一体改革をまとめた責任者だった。これはしっかりと完成させたいという思いはあるが、使われ方の中身については反省もある。つまりは２段階で５％上げる。そのうち機能強化が１％で財政再建に４％というのは、これは受益感があまりにも国民に無さ過ぎた。その意味においては反省点もあるので、中身についてはしっかりと考え直していかなくてはいけない。
　先ほどのご質問は、いわゆる残りの２％分ではなくて、将来的な消費税という意味合いの中で質問をいただいたと認識してお答えした。そこから先については全く白紙だ。同時に、行革、あるいは税のベストミックス、そしてどういう国民負担を求めていくかについては、党として『Ａｌｌ　ｆｏｒ　Ａｌｌ社会』をつくるために国民の負担増を求めると機関決定している。私が代表の下で、その中身はどうするかについてはしっかりとまとめていきたい」
　枝野氏「今の質問は政官関係が趣旨ということで良いか。私どもの多くが参加していた民主党政権の教訓の一つは、やはり官僚の皆さんを無意味に敵に回したということだ。政官関係は非常に難しい。
　今の政権のように私的な利益のために官僚に言うことを聞かせる。こんなことはあっていけない。一方で、官僚の理屈で政治が動いてしまってはいけない。しかし、それぞれの立場でしっかりと国のためにということで、きちっと話をし、筋を通して説得したり、協議したりすれば、官僚の皆さんには政治の方針に基づいて仕事をしていただける。これは特に官房長官としての経験から、十分に間違いなくできることだと思っている。
　従って、あの時の教訓を踏まえて、無意味に官僚とけんかをするのではなく、特に志の高い柔軟性を持った官僚の皆さんと野党時代からもしっかりとコミュニケーションを取る。そして、もし政権を取れたときには、そうした皆さんをはじめとして、しっかりと筋の通る進め方と内容で官僚の皆さんに知恵を出し、行動していただく。こういったことができるし、やらなければならないと思っている」
　－－米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設問題で、民進党沖縄県連と党本部に解決策をめぐり差がある。どう解決していくか
　枝野氏「今の政府が進めている沖縄の県民の多くの声をないがしろにする、逆なでするような強引なやり方はやめさせなければならないと強く感じている。ではどういう解決策を出すか。これも民主党政権の反省と教訓の一つだ。簡単に拙速に答えの出せる話ではないということがあの時の大きな教訓であり、そのことによって特に沖縄の皆さんを中心に大きな失望を与えてしまった。
　まず、あの時のプロセスを含めて、現状、そして背景についての検証を始めなければいけない。その検証の中からリアルな、現実的な、そして沖縄の皆さんも、日本政府としても、あるいは米国としても納得できる答えを見いだしていく。その努力はいろいろな経緯のあるわれわれも、もう始めなければならない」
　前原氏「私もまず沖縄県民の皆さん方におわびから申し上げたい。旧民主党政権の時に辺野古への移転を取り消して、そして県外、できれば国外といった期待だけを県民に持たせてしまい、結局それができずに辺野古に戻ってしまった。そして期待から失望に変えてしまったことは、改めて沖縄県民の皆さん方におわびを申し上げたい。
　その上で、今回の辺野古への移設は他の沖縄の基地負担の軽減というものとパッケージで、これは私も外相として進めさせていただいた。米国は当時は辺野古への移設を認めなければ他の基地の返還は認めないということに固執していたが、それを後の玄葉外相のときにいわゆるデカップリングというやり方をして、辺野古の決定がなされていなくても基地の返還、沖縄の負担軽減には取り組みをさせていただく仕組みをつくらせていただいた。
　われわれがこの沖縄の皆さん方にご迷惑をかけたことを認識しつつ、今のプロセスをわれわれが戻ってしまったわけで申し訳なかったが、進めてきたプロセスなので、これについてしっかりと詰めるということが大前提になる。他方で、沖縄県民の皆さん方の気持ちをしっかりくみ取るような話し合いのプロセスも同時並行でしっかりと受け止めるのが政治の役割だと感じている」
　－－政権選択選挙である衆院選では「野党共闘」のハードルは高いが、共産党も民進党も先の通常国会で森友学園、加計学園に関する疑惑を追及し、国民の怒りが広がっている。この点は野党で一致して協力、共闘できる部分が大きくなっているのではないか
　前原氏「参院選は（野党）４党で政策合意し、協力するということだった。今度は衆院選。これは政権選択の選挙で、政策理念の一致が基本的に必要になる。私はわが党の理念政策に協力をしていただける党であれば、全ての党と協力すべきだと考えている。あとは他党がどのようなご判断をされるのか。
　今ご指摘いただいたように、森友、あるいは加計問題、こういった問題で、とにかく安倍さんの暴走は止めないといけないんだという中で、例えば民進党候補を応援したいと。そして候補者を下ろさせていただくということをご決断いただくことになれば、それは安倍政権を打倒するために、大所高所から他党がご協力いただけるということで、心からありがとうございますということは申し上げたい。
　また、地域性もあるので、そういった点はしっかりと基本線、基本原則を持ちながら、どうすれば多くの議員が当選し、そして政権交代が実現できるかという大所高所に立って考えていきたい」
　－－民進党が歩み寄るという姿勢が感じられない
　前原氏「野党第一党として、政権選択の選挙なので、全ての選挙区で候補者を立てることを原則にしたい。ただ、他党も候補者を立てているところもある。これは別に共産党の話をしているわけではない。他の政党も含めてだ。われわれが立てるよりも、そういうところの方が当選が可能であるというところについては、柔軟に考えていかなくてはいけない。
　われわれ野党第一党としての原則は、理念政策が一致したところは、政権選択の選挙だから、協力していく、またご賛同いただければ協力していく。そして、どうすれば安倍政権を倒せるかという他党の戦略も、われわれの見極めも、そういったところも柔軟に考えていきたい。大事なのは政策・理念が一致すること。これが大事だと思っている」
　枝野氏「この問題は相手もあることだし、地域事情もある。だから相手のあることを民進党代表選挙であまり具体的なことまで固めて話をできる性格ではそもそもない。大事なことは、原則はどういう原則でやるのかということだ。
　先ほど言った通り、党が違うから理念・政策が違うのは当たり前だ。その中でも一致する部分もある。まさに参院選は立憲主義を守るという点で一致した。一致ができた範囲でできることを最大限やる。でも一致していないこともたくさんあるのだから、できないこともたくさんある。あとは具体的なお互いの立場を踏まえた中で何ができるのか、できないのかということが、個別に結論が出ていくことだ。
　そうした中で、安保法制を踏まえた立憲主義を守るというテーマだけではなくて、この情報隠蔽や政治の私物化ということを許さないということについては、おそらく他の野党の方とも共通しているだろうから、共通している部分は大きくなっている。
　しかし一方で、（衆院選は）政権選択選挙だ。政権を共有するということは、１００％とはいかなくても、理念政策の相当部分が共通されていなければ、政権をつくっても失敗をして、国民の失望につながることになるので、できない。従って、政権選択選挙であるが故に、参院選より難しいことがたくさんある。そういった原理原則の中で具体的に何ができるのかということをリアルに模索をしていく」
産経新聞2017.8.21 20:39更新 
【民進党代表選・共同会見詳報（下）】枝野氏「（若狭氏目指す国政新党は）自民の補完勢力」前原氏「政策・理念が不明。与党か野党かも」

共同会見する枝野幸男元官房長官＝２１日午後、東京・永田町の民進党本部（佐藤徳昭撮影） 
　－－どんな経済政策を描いているか。財源はどうするか
　枝野幸男氏「現在の不況、経済の低迷は消費不況だ。消費を増やさない限り、実は国内消費向けの投資も増えない。まず消費を増やす。なぜ消費が冷え込んでいるのか。格差が拡大し、低賃金で不安定な働き方の人が増えて、可処分所得が減っているから、消費が冷え込むのは当たり前だ。
　経済を立て直すには、賃金の低い方、中ぐらいの方、そうした皆さんの所得を底上げすること。これが可処分所得の増大につながり、消費を拡大させる。だから、私は具体的に、人手不足の分野で、しかも低賃金である看護師・介護職員、あるいは保育士、こうした人たちの賃金に公的な資金を投入してでも賃金を底上げする。
　これは前原誠司さんのいう『Ａｌｌ　ｆｏｒ　Ａｌｌ』、私のいう『お互いさまの支え合いの社会』という将来のビジョンを実現することに向けてのプロセスであると同時に、短期的にはそれ以上に最大の景気対策・経済対策。この位置づけを明確にしてこなかったことが、私はこれまで若干理解が得られなかったことだ。景気対策だから、景気が悪いときには国債を発行してでも財政投入する。当たり前ではないか」
　前原氏「アベノミクスは『三本の矢』といわれたが、財政出動、そして金融緩和、いわゆるこのカンフル剤を打って何とか景気を刺激しようというものだ。特に効いたのが金融緩和。金利を下げて、他国との金利差を広げて円安誘導、そして企業の株価を上げて企業はもうかる。
　しかし、問題だったのは、労働分配率は低下し、賃金は上がらない。そして企業の内部留保はどんどんたまっていった。これがアベノミクスの結果であり、しかも円安になると輸入物価は上がるので、５年連続賃金が上がらないのに輸入物価が上がって、実質賃金がマイナスになる。そして消費が落ち込む。ＧＤＰ（国内総生産）の６割は消費だから、アベノミクスというのは企業をもうけさせ、個人を細らせ、結果的に消費を落ち込ませて経済の低迷が続くという自業自得の経済政策だった。トリクルダウンという言われ方をしているが、結局、下まで落ちてこないというのがアベノミクスの問題点だ。
　申し上げている『Ａｌｌ　ｆｏｒ　Ａｌｌ』は、全ての世代の不安を解消するということ。例えば、教育の無償化とか年金介護、職業訓練、さまざまな世代の方々に対する現物給付を中心に施策を行うので、ボトムアップ型だ。そして現物給付ということは一種の公共事業になる。公共投資だ。また、雇用を増やすことになる。そういうボトムアップ型の好循環を作っていこうというのが基本だ。
　加えて、それだけではなかなかいけないだろうということで、私が国土交通相のときに進めたインバウンドのお客さんを増やすための施策を進めていくべきだと思うし、タネをまけたという自負もある。
　それから大事なのは、地域においてはやっぱり農業・漁業・林業だ。これについてあまりにも今の政権は力を入れなさすぎる。私は北海道によく行くが、北海道は観光（大国である）と同時に農業大国、漁業大国だ。こういうところをしっかりと支える政策があまりにもまだまだ足りなさすぎる。地場に根ざした政策、地域の雇用を生み出す政策、地域の活力を生み出す政策。こういったことを農業やクリーンエネルギー、ライフイノベーション、つまり健康産業だが、こういったもので活性化していきたいと考えている」
　－－前原氏は先ほど、首相の改憲案について「拙速なスケジュール」との認識を示した。先般の雑誌のインタビューでは「憲法９条３項、あるいは１０条といった形で自衛隊を明記してはどうか」と述べている。字面だけみると首相の提案と似通っているが、中身についての評価は
　前原氏「時系列的にいうと、私が申し上げた方が早い。安倍さんはその後から言われて、中身が似通っているということであって、私が安倍さんに追随したわけではない。なおかつ、先ほど記者会見の場で質問にお答えした通り、安保法制は憲法違反に基づいた法律だった。百歩譲ってその政策内容が必要だ、正しいと考えたとしても憲法に違反した法律は全て違法だ。違憲だ。
　従って、それを残したまま新たに自衛隊を憲法に書くようなことをすれば、マネーロンダリング、その上書きになるということで、安倍さんとは意見が、その点においては根本的に異なるということを先ほど申し上げた。そのことをしっかりとお伝えしたい」
　－－北朝鮮と米国の対立が深まっている。２人とも安保法制は違憲という立場だが、北朝鮮のミサイルが日本上空を通過する事態が発生したら、日本はどう対応すべきか
　枝野氏「まず、撃ち落とす能力は、あと２年ほど自衛隊は装備されない。そして本当にそれをやらなければ日米同盟が壊れてしまうような、日米同盟は脆弱なものか。本当に米国の、グアムは領土だから、米国の領土を守るためにどうしても必要なことであれば、それは本来米軍が自ら装備をするはずだ。
　どこかの国の外務副大臣が『撃ち落とさなければ日米同盟がダメになる』と無責任なことを言っていたが、そうした情緒論に流さてはいけない。わが国は基本的には専守防衛。領土・領海が攻撃されたことに対して、それは全力をあげて領土・領海、国民を守るということだが、それを超えてできるということをつくってしまえば、じゃあ、どこまでができて、どこまでができないとか、恣意的に判断が変わっていく。
　第２次世界大戦、日中・日米戦争のときは、このあいだもＮＨＫが報道していたが、インドに行くことが生命線であるというところにまでいった。だから領土・領海・領空を守ることを超えることについては、日本の自衛隊がどこまでできるのかということが無限に拡大するスタートになりかねない。それをせずに、どう日米同盟を維持し、わが国の領土・領海を守るのかということに全力をあげるべきだ」
　前原氏「まず、イージス艦から発射されるＳＭ３、スタンダード・ミサイル・スリーについて申し上げれば、北朝鮮からグアムへ発射されるものについては日本にそれを撃ち落とす能力は現時点ではない。従って、今それを議論することは現実的ではない。
　加えて、北朝鮮のミサイル・核開発に対してどう対応していくのか。これは日米の同盟関係の抑止力に頼ると同時に、国際社会の中での国連決議、そして制裁をしっかりと働かせることで北朝鮮に譲歩を引き出すという『対話と圧力』路線は、政権が異なろうが、われわれが政権を奪っても方向性としては変わらないもので、しっかりと対応しなければいけないことだ」
　－－アベノミクスの成長戦略に代わる構想があればうかがいたい。前原氏はカジノを中心とする統合型リゾート施設（ＩＲ）の整備を進める議員連盟の会長も務めているが、民進党代表になればＩＲも経済成長の観点から見直すのか
　前原氏「安倍政権は成長していない。実質ＧＤＰは旧民主党政権の方が高かった。経済成長率の年率平均は。なぜかというと、ＧＤＰの６割を占めるのは消費だから。消費を冷え込ませる施策を取っているがゆえに、安倍政権の方が実質成長率、年率換算すると低いという非常に皮肉なことになっている。アベノミクスの、特に金融緩和、円安頼みの政策をやめることで、ある程度の成長が今よりも出てくるのではないか。
　分配型政策に変えること。そして地場型、６次産業化、そしてクリーンエネルギー、またライフイノベーション、全て地場型の産業をしっかりと成長させることが、何よりも地域に雇用をつくる意味で大事だ。
　私は国交相のときに、インバウンドを増やすためにさまざまなことをやらせてもらった。例えば羽田空港を国際化するとか、伊丹空港と関西空港をくっつけて運営権を民営化した。民営化することによって今、私が大臣の時に１０万回くらいの離着陸だったが、今は１７万、１８万回まで増えているということで、大きなインバウンド効果があったと思う。ビザの緩和、（相互に自由に便数などを設定できる）オープンスカイ政策、さまざまやらせていただいた。
　その一環として、インバウンドを増やすためにＩＲ、統合型リゾートについての取り組みを官公庁長官に指示をした。私が先鞭を切ったと思っている。他方で、わが党の中にもＩＲ、カジノについて慎重論が多いのも事実だ。私が代表になれば、党をまとめることをしっかりと行っていきたい。
　従って、党の中に賛否両論あるものについては自分の意見をいったん控え、どう党内議論の中でまとめるかを優先させたい。私は代表選に出るまではＩＲ議連の会長をしていたけれど、ＩＲ議連の会長は代表選に出た時点で辞任させていただくと表明している」
　枝野氏「バブル崩壊以降の日本の景気低迷、つまり成長しないという状況の原因は内需にある。客観的な状況だ。輸出企業、輸出産業は実は厳しい状況にあるのは間違いないし、国際経済の影響で波はある。しかし一定の着実な成長をこの間している。
　成長していないのは内需。これがマイナスだから相殺されてゼロ成長というのが今の実態だ。従って、成長のためには、まずマイナスになっている内需を底上げする。それは成長戦略とは直接関係なさそうに見えるけど、まさに分配をただして所得の低い人たちの所得を底上げする。それも、ただ何もしなくてお金を配るのではない。
　まさに今需要のある介護や保育とかさまざまなところは象徴的にパイも大きいと申し上げたが、さまざまなところにある公的なサービスで人件費が安いために人手不足の分野の賃金に公的資金を投入すれば、それは消費の増大につながる。これによって内需部分のところをしっかりと下支えすれば、輸出企業輸出産業の波はあるけれども苦しいけれども成長している部分が、まさに全体の成長につながっていく。
　その上で、輸出関係を含めた成長というところを考えたら、大転換、意識の転換が必要だ。日本が貧しい時代は規格大量生産で大きく稼いで成長した。でも先進国は、安い人件費で安いものをつくって成長するのは構造的に困難だ。
　従って、大量生産分野でないところで成長させなければならない。もちろん研究開発などもそれに含まれるが、そうするとここを伸ばせば体が大きくなるということはない。いろいろな分野の、いろいろな地域のさまざまな、規格大量生産とは逆の少量多品種の分野をどう伸ばしていくかということなので、逆に言うと一言で語れる成長戦略を語ったら嘘になる。
　そうした、どこに隠れているかは分からない、一個一個は小さいけれど、それをどう成長させるような施策を、つまり土台、プラットホームをつくれるか。これが経済産業相もやらせていただいた中で大事なことだと思っている。なお、私は、ぜひカジノには徹底的に反対する方向で党をまとめたいと思っている」
　－－小池百合子東京都知事に近い若狭勝衆院議員が年内にも国政新党を立ち上げる動きを見せている。この勢力との連携についてどう考えるか
　枝野氏「理念も何も掲げていないものとどうこうするなんてことは、お尋ねになる方がおかしい。人間は変わるから、今まで間違いでしたといって変わることはあるかもしれないが、安保法制にも賛成し、アベノミクスにも賛成し、特定秘密保護法にも賛成し、共謀罪にも賛成してこられた方とはわれわれとは立ち位置が違う。自民党の補完勢力の可能性が高いと見ざるを得ない」
　前原氏「小池知事については、国会議員のバッジを外してリスクを取って知事選に出られ、そして当選され、その後、ブラックボックスだった、例えば豊洲・築地の問題、あるいは五輪の経費の問題、都民ならず国民に対してしっかりとオープンにし、そういった姿勢が評価されているのだと思う。そういう意味では、小池さんが進めておられる都政については一定の評価をさせていただきたい。
　他方で、若狭さんがやられようとしているものは、小池さんとどれだけ連携をされているのかどうかも分からない。そして何より、国政を目指される場合の政策・理念がまだ明らかにされていないし、与党か野党かも分からない。私どもは全ての勢力と、理念・政策が一致するところと協力をするスタンスなので、そういったものを出されたときに判断したい」
　■まとめの一言
　前原氏「私は一番はじめに申し上げたように、自民党しか今、選ぶ選択肢がない環境に置かれている国民は不幸だと思うし、これはわれわれ野党第一党の責任である、歴史的な責任であると思っている。　『Ａｌｌ　ｆｏｒ　Ａｌｌ』。みんながみんなで支え合う。全ての人たちの不安を解消し、希望・安心をつくり出し、それがうまくいかなかったトリクルダウンのアベノミクスに代わり、ボトムアップとして社会・経済の変革につながる。まさに生活保障こそが求められていると考えている。
　これをしっかりと選択肢として打ち出し、来る衆院選ではわれわれ党の仲間、結集をして、一体となって政権交代を目指して頑張っていく所存だ。もう一度われわれ民進党にチャンスを与えていただくように心からお願い申し上げ、最後の挨拶とさせていただく」
　枝野氏「政権の選択肢となるためには、いっときの風に流され、ポピュリズムに走る、こうした政党では不可能だ。地域に根ざし、それぞれの暮らしに寄り添う。そうした草の根の力。それに支えられた政党でなければ政権の担い手たり得ない。
　民主党政権が十分な成果を上げられなかった原因の一つに、１０年以上かけて地域組織を頑張って作ってきたが、まだまだ不十分だったことがある。この数年、残念ながら特に国会議員の間で、目先の風に右往左往していないか、振り回されていないか。その反省から民進党の再生は始まる。
　地域で歯を食いしばって、厳しい中でも旗を掲げて頑張ってくれている仲間がいる。そうした人にしっかりと顔を向けられるよう、地に足つけて、風に流されることなく党を再生していけば、必ず国民の理解を得られると確信している。そのために、草の根からのボトムアップ型の新しいリーダーシップを発揮して、この党をまとめていきたい」
東海村長に山田氏が無投票再選　茨城、第2原発立地
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茨城県東海村の村長選で、無投票での再選が決まり万歳する山田修氏（中央）＝22日午後

　日本原子力発電東海第2原発が立地する茨城県東海村で、任期満了に伴う村長選が22日告示され、無所属の現職山田修氏（56）以外に届け出はなく、無投票で山田氏の再選が決まった。

　東海第2原発は2011年の東日本大震災で自動停止し、同年5月から定期検査中。原電は再稼働を目指し、原子力規制委員会に14年に審査を申請。運転開始から40年となる18年11月までに審査に合格する必要がある。再稼働の是非について、山田氏は「現時点で判断できる状態ではない」として、態度を明確にしていない。

　山田氏は副村長を経て、13年の村長選で廃炉を求める共産党推薦の候補を破り、初当選した。

自民有志、「政権に苦言」勉強会設立へ　人事への不満も
朝日新聞デジタル藤原慎一2017年8月23日05時01分
　厳しい意見、ちょうだいします――。自民党の議員有志が２５日、安倍政権に苦言を呈する有識者を講師に招いて意見を聴く勉強会を立ち上げる。背景には、内閣支持率が低落する中、次の衆院選に向け、無党派層の多い都市部を地盤とする議員らの危機感がある。
　勉強会の仮称は「日本の明日を創る会」。平沢勝栄（東京１７区）、竹本直一（大阪１５区）両衆院議員ら首都圏や関西圏の議員が中心になって参加を呼びかけている。中心議員は「党がどう見られているか、外部の有識者を招いて話を聞く」。２週間に１回程度の頻度で開催する方向だ。
　発足のきっかけは、７月の東京都議選の惨敗。「都民ファーストの会」を率いて圧勝した小池百合子都知事を支持する勢力は、衆院選をにらんで東京を足場に新党結成をうかがう。関西圏では日本維新の会が依然、力を持つ。呼びかけ人の一人は「次の選挙は自民党の看板だからこそ厳しい。党を変えないと壊滅状態になる」と危機感をあらわにする。
　別の呼びかけ人は「あくまで安倍政権を支える立場からやる」と語るが、党内には今回の人事への不満も残る。支持率低下の要因が加計学園問題など安倍晋三首相自身にあるとの見方が強いだけに、勉強会は「反安倍」色を帯びる可能性もある。（藤原慎一）
産経新聞2017.8.23 01:00更新 
【政界徒然草】「このハゲー」豊田真由子氏離党も「魔の２回生」が自民党を壊す日

雲隠れを続ける豊田真由子衆院議員。その対応には「違うだろぉ」との突っ込みも（斎藤良雄撮影） 
　２年目のジンクス、２走ボケ－。スポーツには「２」にまつわる数々の不吉なジンクスがある。政治にも当てはまるのだろうか。「魔の２回生」という、平成２４年衆院選で初当選した自民党の衆院２回生の類型は定着した。逆風になるほど、次の選挙で生き残るために議員が右往左往し、自民党のイメージがかえって落ちるという負のスパイラルは過去にもあった。「魔の２回生」が自民党を壊す可能性は低くない。
◇
　自民党は８月１０日、「このハゲー」暴言で全国的に知られた豊田真由子元文部科学政務官（４２、埼玉４区）の離党届を受理した。しかし騒動は、東京から５５０キロ以上離れた青森県板柳町で拡大し続けている。同町の松森俊逸（しゅんいつ）町議（６１）が豊田氏の政策秘書を兼務していることが発覚し、同町議会に苦情が殺到しているのだ。
　苦情は（１）同町は国会がある東京や豊田氏の選挙区（埼玉県新座市など）から直線距離で５５０キロ以上も離れており、町議と秘書が両立できるとは考えにくい（２）町議と秘書の給料の二重取り、丸もうけではないか－というのが主な内容だ。
　松森氏は６月３０日に政策秘書に就任して以来、豊田氏とは会っておらず、「話もしていない」と明らかにしている。仕事内容について「電話番とか」と話しているが、「国会の豊田氏の事務所で松森氏が定期的に電話番をしている姿を見た人にはお目にかかったことはない」（ベテラン秘書）という。松森氏の主張通り１７年の秘書歴があるなら、政策秘書としての年収は１０００万円を超える計算だ。
　板柳町議会は「有権者が納得しない」（葛西清人議長）として松森氏への議員辞職勧告を検討している。
　金銭的な面は、豊田氏にもいえる。豊田氏は、６月２２日発売の週刊新潮で問題が報じられて以来、国会に姿を見せず、議員としての仕事をしていない。それでも、年間約２１００万円の歳費と同１２００万円の文書通信交通滞在費は受け取っており、議員辞職しない限り衆院解散まで続く。
　豊田氏は「魔の２回生」の代表格だが、知人との金銭トラブルで自民党を離党した武藤貴也氏（３８、滋賀４区）、重婚・ストーカー疑惑で離党した中川俊直（４７、広島４区）も議員報酬を享受し続けている。
　この面々は次期衆院選に出馬しても有権者の厳しい視線にさらされるが、他の自民党２回生約１００人も流れ矢を受けるのは間違いない。ある２回生はこう頭を抱えた。
　「選挙報道でわれわれは注目選挙区としてピックアップされる。夕刊紙には『魔の２回生○人落選』や『魔の２回生△勝×敗』とおもしろおかしく書かれるだろう。有権者からも『コイツは魔の２回生か』と色眼鏡でみられかねない」
◇
　「私たちは、まあまあの２回生です」
　自民党の衆院２回生２９人による「日本の未来を考える勉強会」（呼びかけ人代表・安藤裕衆院議員）は今月２日、党本部に二階俊博幹事長（７８）を訪ね、３１年１０月の消費税率１０％への増税を凍結するよう求める提言書を提出した。メンバーの一人は「魔の２回生」をもじり、こう自称してみせた。
　安倍晋三首相（６２）は今月５日のテレビ番組で、消費税増税について「予定通り行っていく」と明言したが、首相が消費税増税再延期を掲げ、衆院解散に打って出るとの憶測や希望は、党内で絶えることはない。
　それだけに、財政規律の観点から予定通りの引き上げを求める中堅議員は「増税より増税凍結のほうが有権者のウケがいいのは当然だ。選挙向けのパフォーマンスにしかみえない」と冷ややかに語った。
　確かに、呼びかけ人である安藤氏（５２、比例近畿）、青山周平氏（４０、比例東海）、石川昭政氏（４４、比例北関東）は、いずれも選挙区で落選し、比例代表で復活当選した“銅バッジ”組（永田町では、選挙区当選の議員を金バッジ、比例単独当選の議員を銀バッジ、比例復活当選の議員を銅バッジと呼ぶ隠語がある）。選挙に強いとはお世辞にもいえない顔ぶれだ。「まあまあの２回生」発言には、不祥事ばかりの「魔の２回生」の中で「自分たちは違う」と差別化を図りたい思いもありそうだ。
　提言に対し、二階氏は「どんどん発信してほしい」と歓迎したが、過去には若手が政策の違いを起点に、選挙の顔である首相や総裁を交代させる動きを起こしたことがある。
　民主党に政権交代する直前の２１年、当時の麻生太郎首相（７６）が打ち出した「定額給付金」に小泉純一郎元首相（７５）が反発し、自民党の１回生だった約８０人の「小泉チルドレン」の一部が賛同する動きを見せた。
　衆院選が近づくと、小泉チルドレンは会合を重ね「今のままでは選挙を戦えない」として「麻生降ろし」の旗を振った。一部は離党して「みんなの党」入りするなど党内は混乱を極め、世論には選挙に向けた悪あがきとも受け取られ、党のガバナンスは大きく傷つけられた。結果、衆院選で小泉チルドレンは多くが落選し、自民党は下野した。
　歴史が繰り返されないよう、執行部は気をもんでいる。
◇
　自民党では２回生を中心に、「選挙に弱い」現職の次期衆院選での公認差し替えが検討課題となっている。連続２回比例復活の現職が中心で、すでに地元から党本部に差し替え要求が出されている議員もいる。
　しかし、仮に差し替えられた現職が無所属での出馬を強行すれば、保守分裂となり野党に漁夫の利をさらわれることにもなりかねない。選挙区に比例復活当選の現職がいる長崎幸太郎氏（４９、山梨２区）や小泉龍司氏（６４、埼玉１１区）という無所属議員の復党問題も絡み、事態は複雑だ。
　党務や選挙を預かる二階氏は、ことあるごとに「選挙は候補者本人だ」と言っているが、そうとばかり言っていられない現実が目の前にある。（政治部　沢田大典）
合区解消「議員、ほとんど関心なし」…竹下亘氏

読売新聞2017年08月21日 18時09分

　島根県選出の衆院議員で自民党総務会長の竹下亘氏（７０）は１８日、松江市内で報道陣の取材に応じ、昨年の参院選で鳥取・島根両県などで導入された合区の解消について、「国会議員仲間と話すと、ほとんど関心を持っていない」と実現の難しさを示した。

　竹下氏は、議員の間では、次期衆院選から導入される小選挙区での区割り改定の方に関心が傾いていると指摘。党として、「合区解消に反対する公明党をどう説得するかというところまで議論がいっていない」と述べた。

　その上で、合区解消の重要性を認識してもらうため、総務会長が招集する総務懇談会で議論するよう模索していることを明らかにし、「非常に重たい問題で、しっかり対応していきたい」と話した。

　内閣の支持率低下については、７月の都議選の応援で街頭に立った際、「一日一日、（有権者の）反応が冷たくなってくるのを肌で感じた」と話し、「一つひとつ政策を積み上げて、国民の理解を高めていくしかない」と力を込めた。

　兄の竹下登元首相が結成した党派閥「経世会」の流れをくむ「平成研究会」から久しく首相が出ていないことに触れて「人材はいるので何とか総理を出したい。そのために汗もかくし努力もする」と語った。

10月衆院３補選「取りこぼさぬ」　自民幹事長 
日経新聞2017/8/22 23:45
　自民党の二階俊博幹事長は22日の記者会見で、10月22日投票の３つの衆院補選について「決して取りこぼしがないように党として全力を尽くしたい」と述べた。竹下亘総務会長も「３つ必ず勝つという心意気で選挙戦に臨んでいかないといけない」と語った。
　石破茂元幹事長は22日のＴＢＳラジオ番組で「補選で起きたことは、必ず次の選挙で拡大して起こる。ここでしくじればえらいことになる」と指摘した。補選の勝敗が次期衆院選に影響するとの認識を示したものだ。
産経新聞2017.8.22 22:52更新 
自民・二階俊博幹事長が「３選必勝」宣言　１０月の衆院トリプル補選「一つも落とせない」

役員連絡会を終え、記者会見に臨む自民党の二階俊博幹事長（左）と小泉進次郎筆頭副幹事長＝２２日午前、東京・永田町の自民党本部（斎藤良雄撮影） 
　自民党の二階俊博幹事長は２２日の記者会見で、１０月２２日投開票の青森４区、新潟５区、愛媛３区の衆院トリプル補欠選挙について「必ず勝つという気持ちで対応したい。決して取りこぼしのないよう、３つ全てで勝利を得るべく全力を尽くしたい」と強調した。安倍晋三首相にとって内閣改造後初の国政選挙となる補選の勝敗は政権運営や次期衆院選に影響しかねず、「３選必勝」態勢で臨む。
　石破茂元地方創生担当相も２２日のＴＢＳラジオ番組で、「一つも落とせない。補選で起きたことは必ず次の全体の選挙で同じことが起きる」と述べ、補選が次期衆院選に影響するとの認識を示した。
　補選はいずれも自民党衆院議員の死去に伴うもので、自民党は現職の白石徹氏の死去による愛媛３区で白石氏の次男の擁立を決めている。現職の木村太郎氏の死去を受けた青森４区は木村氏の親族を軸に調整している。
　現職の長島忠美氏の死去に伴う新潟５区の候補者選考をめぐっては、泉田裕彦前新潟県知事や自民党の中原八一前参院議員らの名前が浮上している。二階氏は会見で「調整はこれからだ」と述べるにとどめた。
小泉進次郎氏、引き継ぎ書も全力？　異例の１３ページ
朝日新聞デジタル山村哲史2017年8月23日01時13分


小泉進次郎氏（左）から引き継ぎ書を受け取った野村哲郎氏＝東京都千代田区
　自民党の農林部会長を約２年間務めた小泉進次郎氏が２２日、交代にあたって「農政新時代」を掲げた任期を振り返り、「今まで見られなかった世界を見られた。農政の転換点だという思いで全力を尽くしてやってきた」と語った。
　小泉氏は、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）の大筋合意で農業分野の対応が注目されていた２０１５年１０月に農林部会長に就任。農協改革などの競争力強化プログラムの取りまとめにあたった。党内で妥協を迫られる場面もあったが、輸出促進や生産費の引き下げなどに力を入れることで、「攻めの農業」路線を進めてきた。
　小泉氏は２２日に党本部であった部会であいさつ。コスト意識を持った農業経営者を増やすことや、農家あっての農協という意識の徹底を目指してきたとした上で、「取り組みは緒に就いたばかり。農政新時代に向けた農政がさらに展開をされていくことを期待する」と述べた。後任の野村哲郎氏に対して、党内でも前例がないという１３ページの引き継ぎ書を手渡した。（山村哲史）
菅長官「政治の師」の墓参　遺志継ぎ「沖縄に寄り添う」
朝日新聞デジタル岩尾真宏2017年8月22日22時29分
　菅義偉官房長官は２２日、茨城県常陸太田市を訪れ、「政治の師」と仰ぐ梶山静六元官房長官の墓参りをした。沖縄県の米軍基地問題に取り組んだ梶山氏の遺志を継ぎ、米軍普天間飛行場（宜野湾市）の名護市辺野古への移設実現などに取り組む決意を改めて示した。


梶山静六元官房長官の墓参りを行う菅義偉官房長官＝茨城県常陸太田市、岩尾真宏撮影
　梶山氏の長男で、３日の内閣改造で地方創生相として初入閣した梶山弘志氏が同行。墓参を終えた菅氏は記者団に対し、静六氏が官房長官時代の１９９６年に普天間飛行場の移設を含む日米特別行動委員会（ＳＡＣＯ）の最終報告がまとまったことに触れ、「沖縄に寄り添って、『できることは全て行う』との思いを引き継いで、しっかり行っていきたい」と語った。
　静六氏は「竹下派七奉行」の一人で、「武闘派」として知られた。静六氏が９８年の自民党総裁選に立候補した際、菅氏は所属していた小渕派を離脱して梶山氏を支持するなど行動を共にした。（岩尾真宏）
大学無償化で「出世払い」検討＝豪州型参考に－人づくり革命
　安倍政権の新たな看板政策「人づくり革命」で焦点となる大学などの高等教育無償化について、政府はオーストラリアの制度を参考にした「出世払い」方式を導入する検討に入った。また、給付型奨学金の拡充も併せて検討する。茂木敏充経済再生担当相が２２日夜のＢＳフジ番組で明らかにした。
　豪州が実施している出世払い方式は「高等教育拠出金制度（ＨＥＣＳ）」。国がすべての学生に代わって学費を国債で賄い、受益者が就職後に支払い能力に応じて返済する仕組みだ。家庭の経済力に関係なく、社会全体で教育費を負担する考え方に基づいており、所得制限は設けていない。
　一方、政府が既に導入している給付型奨学金は、進学したくてもできない低所得世帯を対象としており、所得制限がある。
　政府は来月に有識者も参加する「人生１００年時代構想会議」の初会合を開き、両案の具体的な検討に着手。茂木氏は年内に中間報告をまとめる方針を示した。（時事通信2017/08/22-23:09）
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